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 基 本 事 項 

 

1. 制度創設の背景 

（1） 還付スキーム 

控除対象仕入税額の計算は、課税売上割合を用いて行うこととされています。ただし、課税売上割合は、その課税期間に実現

した資産の譲渡等により算出されるのであり、その課税期間に行った課税仕入れ等の実態と直接の関係はありません。 

住宅の家賃収入は非課税売上げであるため、住宅として貸付けを行う建物の取得に係る課税仕入れ等は非課税資産の譲渡等

にのみ要するものであり、本来、仕入税額控除の適用を受けることができません。 

しかし、住宅の賃貸事業を行うに当たり、自動販売機を設置するなどにより課税売上げを発生させ、課税期間の末日直前に建

築が完成するように設定して非課税売上げの発生を抑え、仕入れ時の課税売上割合を高くすれば、全額控除又は一括比例配分方

式による還付を行うことができます。調整対象固定資産については、「調整対象固定資産に係る仕入税額の調整」の取扱いがあ

りますが、調整を行うべき課税期間において納税義務が免除され、あるいは簡易課税制度が適用されると、いわゆる「還付逃げ」

が可能となります。 

このように、平成22年度税制改正前には事業者免税点制度、簡易課税制度、仕入税額控除の即時一括控除のルール等をうま

く組み合わせて、賃貸住宅の課税仕入れに係る消費税額の還付を受けるスキームが見られました。 

 

（2） 3年縛りの創設 

この還付スキームの防止策として、平成22年度税制改正において、課税事業者を選択してその継続適用期間中に調整対象固

定資産の仕入れ等をし、一般課税で申告した場合に、第三年度まで事業者免税点制度及び簡易課税制度を適用しない「調整対象

固定資産を取得した場合の特例」（3年縛り）が設けられました。 

しかし、翌年度の改正では、新たに設立した法人の納税義務の免除の期間が 2年間に及ぶことへの批判から、特定期間におけ

る課税売上高によって納税義務を判定する特例が設けられました。これにより、開業の翌年には課税事業者を選択しないでも課

税事業者となることができ、平成22年度税制改正による防止策は、有効なものとはいえなくなりました。 
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また、平成 28年度税制改正においては、高額特定資産を取得した場合の納税義務の免除の特例及びこれに伴う簡易課税制度

適用を制限する特例が設けられました。これは、会計検査院が、「平成24年度決算検査報告」において、事業規模が大きく、消

費税の事務負担に配慮する必要がないと思われる事業者が事業者免税点制度又は簡易課税制度をその趣旨に沿わない形で適用

し納税額を減少させる事例が見られる、と指摘したことから設けられたものです。 

「調整対象固定資産を取得した場合の特例」は、課税事業者選択の継続適用期間中、あるいは、新たに設立された法人の基準

期間がない課税期間中に調整対象固定資産の仕入れ等を行うことが要件となっているので、それら継続適用期間等の後に調整

対象固定資産の仕入れ等を行った場合には対象となりません。 

高額特定資産を取得した場合の納税義務の免除の特例及びこれに伴う簡易課税制度適用を制限する特例には、これをフォロ

ーする効果があります。 

ただし、金地金の売買を繰り返す等の方法で通算課税売上割合を高く保つスキームは温存されました。 

 

（3） 居住用賃貸建物に係る特例の創設 

令和 2 年度税制改正においては、消費税が非課税となる住宅の貸付けの範囲が見直され、還付スキームの封じ込めの決定版

として、全額控除、一括比例配分方式又は個別対応方式のいずれにおいても、居住用賃貸建物の仕入れ等を控除の対象から除外

する制度が創設されました。 

 

（4） 非課税範囲の拡大 

居住用賃貸建物の課税仕入れ等を仕入税額控除の対象から除外する措置は、令和 2 年 4 月 1 日の住宅の貸付けの範囲の見直

しによって補強されています。住宅の貸付けに該当するかどうかは、非課税の範囲を限定するための消極的判断から、仕入税額

控除を厳格化するための積極的判断に転換しました。 
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2. 住宅の貸付けの範囲の見直し 

（1） 状況による判断の追加 

非課税の対象となる「住宅の貸付け」とは、人の居住の用に供する家屋又は家屋のうち人の居住の用に供する部分の貸付けを

いいます（別表一13）。また、住宅の貸付けに係る期間が 1か月未満である場合及びその貸付けが旅館業法に規定する旅館業に

係る施設の貸付けに該当する場合には、住宅の貸付けには該当しません（消令 16の 2）。 

令和 2 年度税制改正前においては、住宅の貸付けであるかどうかは、その貸付けに係る契約において人の居住の用に供する

ことが明らかにされているものに限るものとされていましたが、令和 2 年 4 月 1 日以後は、状況による判断もあわせて行うこ

とになりました。 

 

令和2年3月31日まで 

当該貸付けに係る契約において人の居住の用に供することが明らかにされているものに限る 

↓ 

令和2年4月1日以後 

当該貸付けに係る契約において人の居住の用に供することが明らかにされている場合（当該契約において当該貸付けに係る用

途が明らかにされていない場合に当該貸付け等の状況からみて人の居住の用に供されていることが明らかな場合を含む。）に

限る 

 

（2） 貸付けに係る用途が明らかにされていない場合 

「当該契約において当該貸付けに係る用途が明らかにされていない場合」には、例えば、住宅の賃貸に係る契約において、住

宅を居住用又は事業用どちらでも使用することができることとされている場合が含まれます（消基通6-13-10）。 
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（3） 貸付け等の状況からみて人の居住の用に供されていることが明らかな場合 

「当該貸付け等の状況からみて人の居住の用に供されていることが明らかな場合」とは、住宅の賃貸に係る契約においてその

貸付けに係る用途が明らかにされていない場合に、その貸付けに係る賃借人や住宅の状況その他の状況からみて人の居住の用

に供されていることが明らかな場合をいいます。 

例えば、住宅を賃貸する場合において、次に掲げるような場合が該当します（消基通6-13-11）。 

① 住宅の賃借人が個人であって、その住宅が人の居住の用に供されていないことを賃貸人が把握していない場合 

② 転貸（住宅の賃貸人A→賃借人B→入居者C）である場合において、その賃借人B と入居者C との間の契約において人

の居住の用に供することが明らかにされている場合 

③ 転貸（住宅の賃貸人A→賃借人B→入居者C）である場合において、その賃借人B と入居者C との間の契約において貸

付けに係る用途が明らかにされていないが、その入居者Cが個人であって、その住宅が人の居住の用に供されていないこ

とを賃貸人Aが把握していない場合 

 

 

 

賃貸人Ａ 

 賃借人Ｂ 契約上用途の定め無し 
 

 

入居者Ｃ 

 

 
居住用以外に使用していることを把握していない 【非課税】 個人 
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3. 仕入税額控除の適用除外 

居住用賃貸建物の課税仕入れ等には、仕入税額控除の規定は適用されません（消法30⑩）。 

居住用賃貸建物に係る課税仕入れ等の税額については、課税事業者となった場合等の「棚卸資産に係る仕入税額の調整」（消

法36①③）の調整は行いません。 

 

（1） 居住用賃貸建物の範囲 

居住用賃貸建物とは、非課税となる住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物以外の建物で、高額特定資産又は調整対

象自己建設高額資産に該当するものをいい、その附属設備を含みます（消法30⑩）。 

 

高額特定資産等（高額特定資産又は調整対象自己建設高額資産） 

 

 
居 住 用 賃 貸  建 物 

 

 

住宅の貸付けの用に供する建物 

 ＜居住用賃貸建物に該当しない建物＞ 

建物の構造及び設備の状況その他の状況により、 

住宅の貸付けの用に供しない
．．．

ことが明らかな建物 

（例：建物の全てが店舗等の事業用施設である建物） 

 

     

 
建物の構造及び設備の状況その他の状況により住宅の貸付けの用に供するものであるかどうか明らかでない建物 
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（2） 高額特定資産 

高額特定資産とは、棚卸資産及び調整対象固定資産のうち、その資産の一の取引の単位に係る課税仕入れに係る支払対価の額

の100／110に相当する金額、特定課税仕入れに係る支払対価の額又は保税地域から引き取られるその資産の課税標準である金

額その価額が1000万円以上であるものをいいます（消法12の4①、消令25の5①）。 

他の者との契約に基づき、又はその事業者の棚卸資産若しくは調整対象固定資産として自ら建設等をした資産については、そ

の建設等に要した課税仕入れに係る支払対価の額の100／110に相当する金額、特定課税仕入れに係る支払対価の額及び保税地

域から引き取られる課税貨物の課税標準である金額の合計額が 1000 万円以上となった場合に、自己建設高額特定資産となり、

高額特定資産の仕入れを行った場合に該当することになります（消法12の4①、消令25の5①②）。 

 

（3） 調整対象自己建設高額資産 

調整対象自己建設高額資産とは、他の者との契約に基づき、又はその事業者の棚卸資産として自ら建設等をした棚卸資産（相

続、合併又は分割により承継した被相続人、被合併法人又は分割法人が自ら建設等をしたものを含む）で、その建設等に要した

課税仕入れに係る支払対価の額の100／110に相当する金額、特定課税仕入れに係る支払対価の額及び保税地域から引き取られ

る課税貨物の課税標準である金額の合計額が1000万円以上となったものをいいます（消法12の4②、消令25の5③）。 
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（4） 住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物 

住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物について、消費税法基本通達11－7－1は、「建物の構造及び設備の状況その

他の状況により住宅の貸付けの用に供しないことが客観的に明らかなもの」と説明しており、例えば、次に掲げるようなものが

これに該当するものとしています。 

(1) 建物の全てが店舗等の事業用施設である建物など、建物の設備等の状況により住宅の貸付けの用に供しないことが明らか

な建物 

(2) 旅館又はホテルなど、旅館業法 2条1項《定義》に規定する旅館業に係る施設の貸付けに供することが明らかな建物 

(3) 棚卸資産として取得した建物であって、所有している間、住宅の貸付けの用に供しないことが明らかなもの 

（2）については、たとえば、チェックインカウンター等のフロント設備といったホテル特有の設備がるかどうかによって判

断することができます。 
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4. 居住用賃貸建物に係る仕入税額の調整 

居住用賃貸建物に係る仕入税額控除の制限の適用を受けた居住用賃貸建物を課税賃貸用に供した場合又は譲渡した場合には、

その仕入税額の調整を行います（消法35の2①②）。 

また、居住用賃貸建物に該当するため、課税事業者となった場合等の「棚卸資産に係る仕入税額の調整」（消法36①③）の適

用を受けなかった場合において、その居住用賃貸建物を課税賃貸用に供したとき又は譲渡したときは、新たに課税事業者となっ

た日を居住用賃貸建物の仕入れ等の日として、調整を行います（消令53の3）。 

 

（1） 課税賃貸用に供した場合の調整 

居住用賃貸建物に係る仕入税額控除の制限の適用を受けた場合において、第三年度の課税期間の末日においてその居住用賃貸

建物を有しており、かつ、その居住用賃貸建物の全部又は一部を調整期間に課税賃貸用（住宅の貸付け以外の貸付けの用）に供

したときは、その有している居住用賃貸建物に係る課税仕入れ等の税額に課税賃貸割合を乗じて計算した金額に相当する消費

税額をその第三年度の課税期間の仕入れに係る消費税額に加算します（消法35の2①）。 

この取扱いは、第三年度の課税期間の末日においてその居住用賃貸建物を有していることが要件となっているので、その居住

用賃貸建物を除却又は譲渡した場合には、適用がありません。譲渡した場合には、次の「譲渡した場合の調整」によります（消

基通12－6－2）。 

また、その建物に関連する資産の譲渡等が別にあったとしても、その建物の全部又は一部を住宅の貸付け以外の貸付けの用に

供しない限り、適用されません（消基通12－6－1）。 

① 第三年度の課税期間の末日においてその居住用賃貸建物を有している 

かつ 

② その居住用賃貸建物の全部又は一部を調整期間に課税賃貸用に供した 

↓ 

第三年度の課税期間に課税賃貸割合に応じた金額を仕入税額控除の額に加算する 

 



10 

 

① 第三年度の課税期間 

第三年度の課税期間とは、居住用賃貸建物の仕入れ等の日の属する課税期間の開始の日から 3 年を経過する日の属する課税

期間をいい、居住用賃貸建物の仕入れ等の日とは、その居住用賃貸建物の課税仕入れの日をいいます。（消法35の2③）。 

自己建設高額特定資産については、その自己建設高額特定資産の建設等が完了した日を居住用賃貸建物の仕入れ等の日として、

第三年度の課税期間を判定します（消法35の2③）。 

 

② 調整期間 

調整期間とは、その居住用賃貸建物の仕入れ等の日から第三年度の課税期間の末日までの間をいいます（消法35の2①）。 

 

③ 課税賃貸割合 

課税賃貸割合とは、調整期間に行ったその居住用賃貸建物の貸付けの対価の額の合計額のうちに、調整期間に行ったその居住

用賃貸建物の課税賃貸用の貸付けの対価の額の合計額の占める割合です。これらの対価の返還等があった場合には、その返還等

の金額をそれぞれの対価の額の合計額から控除した残額によります（消法35の2③、消令53の2①）。 

課税賃貸用の貸付けの対価の額及びその対価の返還等の額には、消費税及び地方消費税を含みません（消令53の2③）。 

 

課税賃貸割合 ＝ 

調整期間に行ったその居住用賃貸建物の  

 課税賃貸用の貸付けの対価の額の合計額（対価の返還等の額を控除した残額）  

 貸付けの対価の額の合計額（対価の返還等の額を控除した残額）  

※ 貸付けの対価の額は、第三年度の課税期間の末日において有している部分の対価の額に限ります（消令53の2①）。 
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④ 事業を承継した者における調整 

この取扱いは、相続によりその居住用賃貸建物に係る事業を承継した課税事業者である相続人、合併によりその事業を承継し

た課税事業者である合併法人及び分割によりその居住用賃貸建物に係る事業を承継した課税事業者である分割承継法人におい

ても適用があります（消法35の2①）。 
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（2） 譲渡した場合の調整 

居住用賃貸建物に係る仕入税額控除の制限の適用を受けた場合において、その居住用賃貸建物の全部又は一部を調整期間に他

の者に譲渡したときは、その譲渡をした居住用賃貸建物に係る課税仕入れ等の税額に課税譲渡等割合を乗じて計算した金額に

相当する消費税額をその譲渡をした課税期間の仕入れに係る消費税額に加算します（消法35の2②）。 

 

その居住用賃貸建物の全部又は一部を調整期間に他の者に譲渡した 

↓ 

譲渡をした課税期間に課税譲渡等割合に応じた金額を仕入税額控除の額に加算する 

 

① 譲渡の範囲 

譲渡には、次のものが含まれます（消法35の2②、消令53の4③）。 

⚫ 個人事業者が事業用資産を家事消費した場合のみなし譲渡 

⚫ 法人が資産をその役員に対して贈与した場合のみなし譲渡 

⚫ 代物弁済による資産の譲渡 

⚫ 負担付き贈与による資産の譲渡 

⚫ 金銭以外の資産の出資 

⚫ 法人課税信託の委託者がする信託財産となる資産の移転 

⚫ 法人課税信託への出資があったとみなされるもの 

⚫ 所有権その他の権利を収用され、その権利を取得する者からその権利の消滅に係る補償金を取得した場合 
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② 課税譲渡等割合 

課税譲渡等割合とは、課税譲渡等調整期間に行ったその居住用賃貸建物の貸付けの対価の額の合計額及びその居住用賃貸建物

の譲渡の対価の額の合計額のうちに、課税譲渡等調整期間に行ったその居住用賃貸建物の課税賃貸用の貸付けの対価の額の合

計額及びその居住用賃貸建物の譲渡の対価の額の合計額の占める割合です。これらの対価の返還等があった場合には、その返還

等の金額をそれぞれの対価の額の合計額から控除した残額によります（消法35の2③、消令53の2②）。 

課税賃貸用の貸付けの対価の額及び譲渡の対価の額並びにこれらの対価の返還等の額には、消費税及び地方消費税を含みませ

ん（消令53の2②）。 

 

課税譲渡等割合 ＝ 

課税譲渡等調整期間に行ったその居住用賃貸建物の  

 
課税賃貸用の貸付けの対価の額の合計額＋譲渡の対価の額 

（対価の返還等の額を控除した残額） 

 

 
貸付けの対価の額の合計額＋譲渡の対価の額 

（対価の返還等の額を控除した残額） 

 

※ 課税譲渡等調整期間とは、その居住用賃貸建物の仕入れ等の日からその居住用賃貸建物を譲渡した日までの間をいいま

す（消法35の2③）。 

※ 居住用賃貸建物の一部を譲渡した場合には、貸付けの対価の額は、その譲渡した部分の対価の額に限ります（消令53の

2②）。 

 

③ 事業を承継した者における調整 

この取扱いは、相続によりその居住用賃貸建物に係る事業を承継した課税事業者である相続人、合併によりその事業を承継し

た課税事業者である合併法人及び分割によりその居住用賃貸建物に係る事業を承継した課税事業者である分割承継法人におい

ても適用があります（消法35の2②）。 

  



14 

 

 居住用賃貸建物Ｑ＆Ａ 

 

１ 居住用賃貸建物の判定時期 

居住用賃貸建物であるかどうかの判定は、いつ行うのですか。 

Answer 

居住用賃貸建物に該当するかどうかは、課税仕入れを行った日の状況により判定します。 

高額特定資産及び調整対象自己建設高額資産建物であって、課税仕入れの日において住宅の貸付けの用に供しないことが明ら

かでないものは、居住用賃貸建物に該当しますが、その課税仕入れを行った日の属する課税期間の末日において、住宅の貸付け

の用に供しないことが明らかにされたときは、居住用賃貸建物に該当しないものとすることができます（消基通11-7-2）。 

また、自己建設資産である場合は、その建設等に要した費用の累計額が1000万円以上となり、自己建設高額特定資産の仕入

れを行った場合に該当することとなった日において、居住用賃貸建物に該当するかどうかを判定します（消法 12 の 4、消基通

11-7-2）。 

自己建設高額特定資産の仕入れを行った場合に該当することとなった日の属する課税期間以後のその建物に係る課税仕入れ

等の税額については、仕入税額控除の対象となりませんが、その課税期間の前課税期間以前に行われたその建物に係る課税仕入

れ等の税額は、仕入税額控除の対象となります（消令50の2②、消基通11-7-4）。 
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２ 資本的支出 

居住用賃貸建物に係る修繕費も仕入税額控除を適用することができないのですか。 

Answer 

居住用賃貸建物であっても、その修繕費は仕入税額控除の対象となります。 

他方、資本的支出に係る課税仕入れ等の税額は「居住用賃貸建物に係る課税仕入れ等の税額」に含まれます（消基通11-7-5）。 

ただし、例えば、次に掲げる場合のように、建物に係る資本的支出自体が居住用賃貸建物の課税仕入れ等に該当しない場合に

は、その資本的支出に係る課税仕入れ等の税額については、仕入税額控除の適用は制限されません（消基通11-7-5）。 

① 建物に係る資本的支出自体が高額特定資産の仕入れ等を行った場合に該当しない場合 

② 建物に係る資本的支出自体が住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物に係る課税仕入れ等に該当する場合 
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３ 事務所用として賃貸することを予定して購入したマンション 

マンションやアパート等の住宅であっても、課税仕入れを行った事業者が事務所用として賃貸することを予定している場合

には、その住宅は、居住用賃貸建物に該当しないこととなるのでしょうか。 

Answer 

1. 居住用賃貸建物の範囲 

居住用賃貸建物とは、住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物以外の建物であって、高額特定資産又は調整対象自己

建設高額資産に該当するものをいいます。 

貸付けの用に供するために仕入れたマンションやアパート等の住宅は、たとえ、事務所用として賃貸することを予定している

ものであっても、「建物の構造及び設備の状況その他の状況により住宅の貸付けの用に供しないことが客観的に明らかなもの」

ではないため、居住用賃貸建物に該当することになります（消基通6-13-11）。 

 

2. 課税賃貸用に供した場合 

ただし、現実に事務所用として賃貸した場合において、第三年度の課税期間の末日にその居住用賃貸建物を有しているときは、

課税賃貸割合に応じた消費税額をその第三年度の課税期間の控除対象仕入税額に加算する調整を行います（消法 35 の 2③、消

令53の2①）。 

 

加算する 

消費税額 
＝ 

居住用賃貸建物の課税仕入れ等 

に係る消費税額 
× 

Ａのうち課税賃貸用に供したものに係る金額 

調整期間に行ったその居住用賃貸建物の貸付けの対価の額（Ａ） 

※ 対価の額は消費税及び地方消費税を含まない税抜きの金額であり（消法35の2③）、対価の返還等がある場合には、その

金額を控除した残額となります（消令53の2①）。  
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４ 居住用賃貸建物を民泊サービスの用に供した場合 

居住用賃貸建物において、民泊サービス（住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業）を行っています。この建物の取得に係

る課税仕入れ等を仕入税額控除の対象とすることができますか。 

Answer 

民泊サービスとは、「住宅（戸建住宅、共同住宅等）の全部又は一部を活用して宿泊サービスを提供すること」とされていま

す（厚労省「民泊サービスと旅館業法に関するQ＆A」Q3）。 

民泊サービス事業を行うにあたっては、次に掲げる法律等に基づく許認可を得る又は届出を行うことになります（国交省

等・民泊制度ポータルサイト『はじめに「民泊」とは』）。 

①旅館業法 

②国家戦略特別区域法 

③住宅宿泊事業法 

いずれの制度に基づく届出等をした住宅であっても、建物の構造等から判断すれば住宅に該当するため、その取得について

は、居住用賃貸建物として仕入税額控除の対象になりません。 

ただし、第三年度の課税期間において、課税賃貸用に供した場合の調整（消法35の2①）の適用対象となります。 
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５ 社宅の取得に係る課税仕入れ 

社宅として使用する住宅は、居住用賃貸建物に該当しますか。入居する従業員から家賃を徴収するかしないかによって取扱

いが変わりますか。 

Answer 

1. 社宅の使用料 

社宅の貸付けは住宅の貸付けに該当し、その使用料は非課税売上げになります。 

 

2. 使用料を徴収する場合の社宅の仕入れ 

入居する従業員から使用料を徴収する社宅は、居住用賃貸建物に該当します。 

したがって、その社宅の取得に係る課税仕入れ等の税額は、仕入税額控除の対象となりません。 

 

3. 使用料を徴収しない場合の社宅の仕入れ 

国税庁の質疑応答事例「社宅に係る仕入税額控除」では、「従業員から使用料を徴収せず、無償で貸し付けることがその取得

の時点で客観的に明らかな社宅や従業員寮は居住用賃貸建物に該当しないことから、その取得費は仕入税額控除の対象となり

ます。この場合の個別対応方式による課税仕入れ等の区分は、原則として課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して

要するものに該当します」と解説しています。 

「無償で貸し付けることがその取得の時点で客観的に明らか」であれば、居住用賃貸建物に該当しないことは、消費税法 30

条10項の定義から当然の判断です。 

問題は、「無償で貸し付けることがその取得の時点で客観的に明らか」であるかどうかの事実認定です。一般に、社宅を無償

で貸し付ける例がそれほど多いとは考えられません。 

週刊税務通信3643号は、「社宅の取得時までに、規約などで無償であることを明記しておくべきだろう」としていますが、こ

れで十分であると考えることができるかどうかは、その他の状況も踏まえて検討する必要があります。 
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６ 住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな部分 

貸付けの用に供する建物を建築します。1階及び 2階は店舗用に賃貸する予定であり、居住するために必要なキッチンやバ

スルームといった設備はありません。3階から5階は住宅等の設備を整えています。この建物の課税仕入れはどうなりますか。 

Answer 

1. 居住用賃貸建物の判定 

高額特定資産等である建物は、その建物の一部にでも、「建物の構造及び設備の状況その他の状況により住宅の貸付けの用に

供しないことが客観的に明らか」でない部分があれば、その建物全体が居住用賃貸建物に該当します。 

 

2. 合理的な基準による区分 

ただし、居住用賃貸建物のうち、住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな部分（居住用賃貸以外の部分）を合理的に区分

した場合には、その区分した部分については仕入税額控除の規定が適用されます（消令50の2①）。 

ご質問の場合、居住するために必要なキッチンやバスルームといった設備のない店舗用としての賃貸を予定する1階及び2階

は、居住用賃貸以外の部分といえるでしょう。使用面積割合や使用面積に対する建設原価の割合など、その建物の実態に応じた

合理的な基準により、居住用賃貸以外の部分を区分して、仕入税額控除の対象とすることができます（消基通11-7-3）。この部

分の課税仕入れ等は、個別対応方式を適用する場合には、課税売上対応分に区分します。 

居住用賃貸部分と居住用賃貸以外の部分に使用される共用部分（廊下や共用のエントランスなど）についても、合理的な基準

により区分している場合は、その共用部分のうち居住用賃貸部分に区分された部分に係る課税仕入れ等の税額について、仕入税

額控除が制限されます。 

なお、居住用賃貸建物について合理的な区分を行った結果、居住用賃貸部分の税抜価額が 1000 万円未満であったとしても、

その居住用賃貸部分については、仕入税額控除が制限されることとなります。 

居住用賃貸以外の部分として、居住用賃貸部分から除かれ、居住用賃貸建物に係る仕入税額控除の制限の適用を受けなかっ

た部分は、当然のことながら、課税賃貸用に供した場合の調整（消法35の2①）の対象ではありません（消令53の4①）。 
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3. 課税賃貸割合による調整の選択 

店舗の家賃や保証金（返還しない部分）は、住宅に比べて割高に設定する場合が多く、また、貸付けの開始の時期が住宅よ

り店舗が先行するなど、合理的な基準による区分よりも課税賃貸割合による調整（消法35の2①）を選択した方が有利な結果

となる場合が想定されます。 

合理的な基準による区分は、事業計画における収入の内容を勘案して検討するべきでしょう。 
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７ 居住用賃貸建物の取得時における課税事業者の選択 

私は、1 階が店舗、2 階以上が住宅である建物の賃貸事業を行う予定です。この建物の建築請負工事の契約を締結したのは

昨年であり、本年 12月に完成引渡しを受ける予定です。 

建物の一部を住宅の貸付けの用に供する場合は、居住用賃貸建物に該当して仕入税額控除の適用がないので、当期は課税事

業者を選択する必要はないと考えていますが、よろしいでしょうか。 

Answer 

1. 課税賃貸割合による調整の要件 

前問で回答したとおり、店舗としての構造及び設備を施す1階部分は、居住用賃貸以外の部分といえるでしょう。使用面積割

合や使用面積に対する建設原価の割合など、その建物の実態に応じた合理的な基準により、居住用賃貸以外の部分を区分して、

仕入税額控除の対象とすることができます（消基通11-7-3）。 

また、仕入れ時には合理的な基準による区分をしないで、第三年度における課税賃貸割合による調整（消法 35 の 2①）を選

択することもできます。 

課税賃貸割合による調整は、「居住用賃貸建物に係る課税仕入れ等の税額について消費税法30条10項の規定の適用を受けた

場合」が適用の前提条件となっています。 

居住用賃貸建物の仕入れ等の日の属する課税期間又は調整を行うべき課税期間において免税事業者である場合、簡易課税制度

又は2割特例を適用する場合には、調整の適用はありません（消法35の2①②、消法37①、平成28年改正法51の2①）。 
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2. 課税事業者の選択とインボイス発行事業者の登録 

貴方は、昨年に賃貸用建物の建築請負工事の契約を締結しており、本年は、事業を開始した課税期間ではありません。したが

って、本年に課税事業者選択届出書を提出したとしても、その効力は翌年以後に発生することになります。 

ただし、11 月末日までに課税期間を 1 か月に短縮する旨の課税期間特例選択届出書をあわせて提出すれば、完成引渡しを受

ける12月は翌課税期間となり、課税事業者となることができます。 

また、免税事業者が、令和 5 年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日までの日の属する課税期間中にインボイス発行事業者の

登録を受ける場合には、課税事業者選択届出書の提出を不要とし、インボイス発行事業者の登録申請書に登録希望日（提出日か

ら15日以後の登録を受ける日として希望する日）を記載することで、その登録希望日から課税事業者となる経過措置が設けら

れています（28年改正法附則44④、改正令附則15②、基通21－1－1）。 

この場合、税務署長による登録が完了した日が登録希望日後となった場合であっても、登録希望日に登録を受けたものとみな

されます（改正令附則15③）。  
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８ 課税売上割合による調整 

当社は、前々事業年度に居住用賃貸建物の仕入れ等を行ったため、当期が第三年度となり、課税賃貸用に供した場合の調整

の適用を受けます。 

計算したところ、課税賃貸割合よりも課税売上割合の方が高くなるので、課税売上割合による調整を受けたいと考えますが

可能でしょうか。 

Answer 

調整対象固定資産については、「課税売上割合が著しく変動した場合の調整対象固定資産に関する仕入れに係る消費税額の調

整」（消法33）があり、この場合の調整は、通算課税売上割合を用いることとされています。 

他方、居住用賃貸建物を課税賃貸用に供した場合の調整は、課税賃貸割合によるものと規定されています（消法35の2①

③）。 

課税賃貸割合は、調整期間に行ったその居住用賃貸建物の貸付けの対価の額の合計額のうちに、その居住用賃貸建物の課税

賃貸用の貸付けの対価の額の合計額の占める割合です（消法35の2③）。 

したがって、課税売上割合によって調整額を計算することはできません。 
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９ 転売目的で購入した中古マンション 

当社は、転売する目的で中古マンションを購入します。このマンションには入居者が入っており住宅として賃貸中であるた

め、当課税期間においては、その家賃収入と譲渡収入が生じることになります。しかし、マンションを購入した目的は転売で

あることから、居住用賃貸建物には該当しないと判断してもよろしいですか。 

Answer 

1. 棚卸資産に係る居住用賃貸建物の判定 

居住用賃貸建物とならない「住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物」について、消費税法基本通達11-7-1は、建物

の構造及び設備の状況その他の状況により住宅の貸付けの用に供しないことが客観的に明らかなものをいうものとし、その例

として、「棚卸資産として取得した建物であって、所有している間、住宅の貸付けの用に供しないことが明らかなもの」を掲げ

ています。 

ご質問の場合、転売目的で購入するとのことですが、このマンションには、現に賃借人が存在し家賃収入が生じていますから、

住宅の貸付けの用に供しないことが明らかな建物とはいえず、居住用賃貸建物に該当することになります。 
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2. 譲渡した場合の調整 

仕入税額控除の適用が認められなかった居住用賃貸建物について、その仕入れ等の日から同日の属する課税期間の初日以後3

年を経過する日の属する課税期間の末日までの期間（調整期間）に譲渡した場合には、その譲渡をするまでの貸付けの対価及び

譲渡の対価の額を基礎として、譲渡をした日の属する課税期間の控除税額に加算する税額を計算することになります（消法 35

の2③、消令53の2②）。 

 

加算する 

消費税額 
＝ 

居住用賃貸建物の課税仕入れ等 

に係る消費税額 
× 

Ａのうち課税賃貸用に供したものに係る金額 ＋ Ｂの金額 

課税譲渡等調整期間に行ったその居住用賃貸建

物の貸付けの対価の額（Ａ） ＋ 
居住用賃貸建物の 

譲渡の対価の額（Ｂ） 

※ 対価の額は消費税及び地方消費税を含まない税抜きの金額であり（消法 35 の 2③）、対価の返還等がある場合には、その

金額を控除した残額となります（消令53の2）。 

 

貴社は、この調整により、その建物の課税仕入れ等の税額の多くの部分を控除税額とすることができるものと考えられます。 
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3. 令和２年度税制改正の効果 

令和２年度税制改正前においては、個別対応方式を適用する場合において、入居中の中古マンションを転売する目的で購入し

たときは、その課税仕入れ等は共通対応分に区分することとされていました。 

共通対応分に区分されると、多額の譲渡収入（課税売上げ）が発生しているにもかかわらず、わずかな賃貸収入（非課税売上

げ）のために土地の譲渡収入も含めた上で算出するその課税期間の低い課税売上割合を適用して控除額が計算されることから、

事業者にとって、相当に厳しい結果となります。 

したがって、課税売上割合に準ずる割合を申請するなどの対応が必要でした。 

しかし、現行法においては、課税仕入れ等を行った時点では仕入税額控除の対象から除外されますが、調整期間内に譲渡を行

った場合には、その建物に係る賃貸収入及び譲渡収入のみにより控除額を計算する調整が行われます。 

この点からも、この制度を積極的に評価することができるでしょう。 
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１０ 調整期間後の譲渡 

居住用賃貸建物を調整期間後に譲渡した場合はどうなりますか。 

Answer 

仕入税額控除の適用を受けなかった居住用賃貸建物を調整期間の後に譲渡した場合には、譲渡した場合の調整の適用はありま

せん。 
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１１ 契約締結日を譲渡の日とすることの可否 

居住用賃貸建物の譲渡について、調整期間内に譲渡契約を締結しておけば、引渡しの日が調整期間後であっても、消費税法

基本通達 9-1-13 のただし書きに示された契約日基準を採用することにより、譲渡があった場合の調整の適用を受けることが

できると考えますが、よろしいでしょうか。 

Answer 

1. 消費税法基本通達9-1-13 

消費税法基本通達9-1-13は、「固定資産の譲渡の時期は、別に定めるものを除き、その引渡しがあった日とする。ただし、そ

の固定資産が土地、建物その他これらに類する資産である場合において、事業者が当該固定資産の譲渡に関する契約の効力発生

の日を資産の譲渡の時期としているときは、これを認める」としています。 

その契約に効力発生の時期の定めがない場合には、契約の効力は、契約を締結した時に生じるものと解され、この通達の文言

を素直に読めば、引渡基準に代えて契約日基準によることが納税者の判断に委ねられていると解することができそうです。 

しかし、そのような解釈を否定する裁判があります。 
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2. 裁判例 

事案は、住宅の貸付けの用に供する建物の課税仕入れにあたり、その売買契約を締結した課税期間に金地金の売買を行って課

税売上割合を100％とし、契約日基準を適用してその課税仕入れに係る消費税の全額を控除対象仕入税額としたものであり、典

型的な「消費税還付スキーム」です。 

 

11/5 11/30 11/30  

 第 1 期 第 2 期  

    

 設立 契約 引渡し   

 

東京高裁令和元年12月 4日判決は、課税資産の譲渡等の時期については権利確定主義が妥当し、通達9－1－13のただし書

は、契約においてその効力発生日を当該資産の譲渡の日と定めている場合に、当該契約の効力発生日をもって権利が確定したと

認められる事情があるときはこれが認められる趣旨のものにすぎず、権利の実現が未確定な場合についてまで、契約の効力発生

の日をもって資産の譲渡の時期とすることはできない旨、判示しました。この判断は、最高裁の上告及び上告受理申立ての棄却

（令和2年10月15日決定）により確定しています。 

判決が、「消費税還付スキーム」を実行した納税者に対して、契約日基準を適用することを厳しく否認したこと、令和2年度

の居住用賃貸建物に係る改正が「消費税還付スキーム」封じ込めの決定版としての位置づけであることを踏まえれば、調整期間

内に譲渡契約を締結し、調整期間後に引渡しを行った場合に、契約日基準によって譲渡を認識し、居住用賃貸建物を譲渡した場

合の調整の適用があると判断することについては、相当に慎重になるべきであるといえるでしょう。 
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１２ 自己建設高額特定資産と調整対象自己建設高額資産 

自己建設高額特定資産と調整対象自己建設高額資産とは、どのような違いがあるのですか。 

Answer 

1. 高額特定資産 

高額特定資産とは、棚卸資産又は調整対象固定資産であって、その資産の課税仕入れに係る支払対価の額の100／110に相当

する金額、その資産に係る特定課税仕入れに係る支払対価の額又は保税地域から引き取られるその資産の課税標準である金額、

すなわち税抜価額が、一の取引の単位につき、1000万円以上のものをいいます（消令25の5①一）。 

※ 一の取引の単位は、通常一組又は一式をもって取引の単位とされるものにあっては、一組又は一式となります。 

 

高額特定資産は、平成28年度税制改正において、「高額特定資産を取得した場合の納税義務の免除の特例及び簡易課税制度の

特例」が創設されたことにより定義されたものです。 

この特例は、会計検査院の平成 24 年度決算検査報告における指摘を受けて設けられたものです。会計検査院は、事業者免税

点制度又は簡易課税制度について、事務処理能力等があると考えられる事業規模の法人が、中小事業者の事務負担に配慮すると

いう制度の趣旨に沿わない適用をしている例があり、制度の在り方について検討を行うべきとしました。 

高額特定資産の判断基準としての1000万円の金額については、中小企業実態基本調査において、1000万円の設備投資は、売

上高 1 億円前後の事業者における平均的な設備投資額であり、経常的に事業を行う中小事業者への影響をおおむね回避できる

水準であると考えられています（財務省「平成28年度税制改正の解説」832頁）。 
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2. 自己建設高額特定資産 

自己建設高額特定資産は、高額特定資産の中の一つのカテゴリであるといえます。 

自己建設高額特定資産とは、高額特定資産のうち他の者との契約に基づき自ら建設等をした資産又は事業者の棚卸資産若しく

は調整対象固定資産として自ら建設等をした資産であって、その建設等に要した課税仕入れに係る支払対価の額の100／110に

相当する金額、特定課税仕入れに係る支払対価の額及び保税地域から引き取られる課税貨物の課税標準である金額、すなわち、

その建設等のために要した原材料費及び経費に係る課税仕入れ等の税抜価額の累計額が1000万円以上のものをいいます（消令

25の5①二）。 

この計算に当たっては、事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用を受ける課税期間に行った課税仕入れ等を除きます（消令

25の5①二）。 
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3. 調整対象自己建設高額資産 

調整対象自己建設高額資産は、令和 2 年度税制改正において、「高額特定資産を取得した場合の納税義務の免除の特例及び簡

易課税制度の特例」の見直しを行う際に、高額特定資産とは別に定義されました。 

令和2年度税制改正では、高額特定資産の仕入れ等を行った場合のみならず、納税義務の免除を受けないこととなった場合等

の棚卸資産に係る消費税額の調整措置（以下「棚卸資産の調整措置」といいます。）の適用を受けた場合についても、事業者免

税点制度及び簡易課税制度の適用を制限することとされました。 

上述のとおり、自己建設高額特定資産の判断を行う際には、事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用を受ける課税期間に行

った課税仕入れ等が除かれますが、棚卸資産の調整措置は、免税事業者であった期間中の課税仕入れ等に係る調整措置であるた

め、免税事業者であった期間中の課税仕入れ等の累計額を計算する必要があります。 

そこで、高額特定資産とは別に、調整対象自己建設高額資産が定められました。 

「調整対象自己建設高額資産」とは、他の者との契約に基づき自ら建設等をした棚卸資産で、その建設等に要した課税仕入れ

に係る支払対価の額の100／110に相当する金額、特定課税仕入れに係る支払対価の額及び保税地域から引き取られる課税貨物

の課税標準である金額、すなわち、その建設等のために要した原材料費及び経費に係る課税仕入れ等の税抜価額の累計額が1000

万円以上のものをいいます（消令25の5③）。 

この累計額の計算には、事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用を受ける課税期間に行ったものが含まれており、この点が

自己建設高額特定資産の計算とは異なっています。 
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【高額特定資産】 

 

税抜価額が 1000万円以上の棚卸資産又は調整対象固定資産 

 

【自己建設高額特定資産】 

建設等に要した課税仕入れ等の税抜価額の累計額が

1000万円以上のもの 

 

（事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用を受け

る課税期間に行った課税仕入れ等を除く） 

 

 

【調整対象自己建設高額資産】 

 

建設等に要した課税仕入れ等の税抜価額の累計額が 1000 万

円以上のもの 

（事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用を受ける課税

期間に行った課税仕入れ等を含む） 
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１３ 原価の累計額が1000万円に達しない課税期間の課税仕入れ等 

当社は、住宅として賃貸する目的で、マンションを自己建設しています。その建設等のために要した原材料費及び経費に係

る課税仕入れ等の税抜価額の累計額を計算したところ、当課税期間の末日において、1000万円に達していません。この場合、

これらの課税仕入れ等について、仕入税額控除の適用はどうなりますか。 

Answer 

1. 原価の累計額が1000万円に達しない課税期間の課税仕入れ等 

自己建設資産（他の者との契約に基づき自ら建設等をした資産又は事業者の棚卸資産若しくは調整対象固定資産として自ら建

設等をした資産）については、その建設等に要した課税仕入れ等の税抜価額の累計額が1000万円以上となり、自己建設高額特

定資産の仕入れを行った場合に該当することとなった日において、居住用賃貸建物に該当するかどうかを判定します（消法 12

の4、消基通11-7-2）。 

したがって、自己建設高額特定資産の仕入れを行った場合に該当することとなった日の属する課税期間以後のその建物に係る

課税仕入れ等の税額については、仕入税額控除の対象となりません。 

他方、その課税期間の前課税期間以前に行われたその建物の建設等に要した課税仕入れ等の税額は、仕入税額控除の対象とな

ります（消令50の2②、消基通11-7-4）。 

 

2. 居住用賃貸建物の取得等に係る消費税額の調整 

居住用賃貸建物の取得等に係る仕入税額控除の制限の適用を受けた居住用賃貸建物について、調整期間内に課税賃貸用に供し

た場合には第三年度の課税期間において、調整期間内に譲渡した場合にはその譲渡した課税期間において、その居住用賃貸建物

の取得等に係る消費税額の調整を行います。 

自己建設高額特定資産である場合、建設等に要した課税仕入れ等の税抜価額の累計額が1000万円に達しないため居住用賃貸

建物に係る仕入税額控除の制限を受けなかった課税仕入れ等についてはこの調整の対象とはなりません。仕入税額控除の制限

を受けることとなった課税期間以後の課税仕入れ等が、消費税額の調整の対象となります（消令53の4②）。 
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１４ 中古建物を購入してリフォームする場合 

賃貸事業を行う目的で前課税期間に 800万円で購入したアパートについて、リフォーム工事を行っています。工事に係る課

税仕入れは 700万円で、当課税期間に完成しました。居住用賃貸建物の判断はどうなりますか。 

Answer 

建物本体を購入し、内装工事を行って賃貸事業の用に供する場合、その建物は、消費税法施行令25条の5第1項2号に規

定する自己建設資産となります。 

自己建設資産は、その建設等に要した課税仕入れに係る支払対価の額の100／110の累計額が1000万円以上となった課税

期間から、居住用賃貸建物に該当することになります。 

したがって、前課税期間においては居住用賃貸建物に該当せず、当課税期間においては居住用賃貸建物に該当することにな

ります。 

この場合、居住用賃貸建物として仕入税額控除の制限を受けるのは当課税期間の課税仕入れであり、前課税期間の課税仕入

れについては、仕入税額控除の制限はありません。 

ただし、個別対応方式を適用する場合の用途区分は、非課税売上対応分となります。 
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１５ 仕入税額控除の制限と高額特定資産を取得した場合等の特例との関係 

居住用賃貸建物であるため仕入税額控除の適用を受けなかった場合には、高額特定資産を取得した場合等の特例は適用され

ないと考えてよいでしょうか。 

Answer 

居住用賃貸建物に係る仕入税額控除の制限を受けた場合であっても、高額特定資産の仕入れ等をして一般課税により申告した

場合に事業者免税点制度及び簡易課税制度を適用しない特例（いわゆる「3年縛り」）の適用があります（消基通1-5-30）。 

また、高額特定資産である棚卸資産若しくは課税貨物、又は調整対象自己建設高額資産について、居住用賃貸建物に該当する

として、課税事業者となった場合の棚卸資産に係る消費税額の調整（消法36①③）の適用を受けることができなかった場合も、

3年縛りの対象となります（消法12の4②、消基通1-5-30)。 
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１６ 居住用賃貸建物に係る控除対象外消費税額等（法人税） 

居住用賃貸建物の課税仕入れ等は仕入税額控除の対象から除外されるため、税抜経理方式による場合には、居住用賃貸建物

の課税仕入れ等に係る消費税額及び地方消費税額は控除対象外消費税額等となります。 

この控除対象外消費税額等は、法人税における所得の金額の計算上、その居住用賃貸建物の課税仕入れ等を行った事業年度

の損金の額に算入することができますか。 

Answer 

1. 資産に係る控除対象外消費税額等の損金算入の時期 

法人税法施行令139条の4は、「資産に係る控除対象外消費税額等」を定義し、これについて「繰延消費税額等」となるもの

及びその損金算入の時期を定めています。 

「資産に係る控除対象外消費税額等」とは、課税仕入れ等について税抜経理をした場合に、仕入税額控除をすることができな

い課税仕入れ等の消費税額及び地方消費税額に相当する金額の合計額で資産に係るものをいいます(法令139の4⑤)。 

 

（1） 全額損金算入することができる場合 

資産に係る控除対象外消費税額等は、次のいずれかに該当する場合は、損金経理することを要件に、その発生した事業年度の

損金の額に算入することができます（法令139の4①②）。 

（1） その事業年度の課税売上割合が 80％以上である場合 

（2） 棚卸資産に係る控除対象外消費税額等である場合 

（3） 特定課税仕入れに係る控除対象外消費税額等である場合 

（4） 一の資産に係る控除対象外消費税額等が 20万円未満である場合 
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（2） 繰延消費税額等の償却 

上記（1）により損金の額に算入をしたもの以外の控除対象外消費税額等は、「繰延消費税額等」となります。 

繰延消費税額等につき各事業年度において損金の額に算入する金額は、その内国法人がその繰延消費税額等につき損金経理を

した金額のうち、次の算式より計算した金額に達するまでの金額となります（法令139の4③④）。 

 

【繰延消費税額等が生じた事業年度】 

損金算入限度額 ＝ 繰延消費税額等 × 
その事業年度の月数 

× 
1  

60 2  

 

【その後の事業年度】 

損金算入限度額 ＝ 繰延消費税額等 × 
その事業年度の月数  

60  

 

2. 資産の取得価額に算入する場合 

資産に係る控除対象外消費税額等をその資産の取得価額に算入した場合には、減価償却等の資産の種類に応じた方法により損

金の額に算入されることとなります。 

資産の取得価額に算入するかどうかは、その全額について選択することとなります。個々の資産ごとに選択することはできま

せん。 

その事業年度に生じた資産に係る控除対象外消費税額等の一部を資産の取得価額に算入した場合には、その資産の取得価額に

算入した資産に係る控除対象外消費税額等は、資産の取得価額から減額して、繰延消費税額等として処理することとなります

（平成元年3月1日直法2-1「消費税法等の施行に伴う法人税の取扱いについて」13）。 
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3. 居住用賃貸建物の課税仕入れ等に係る消費税額等 

税抜経理方式による場合、居住用賃貸建物に係る仮払消費税等の額は、資産に係る控除対象外消費税額等となります。 

上記（1）の要件に照らすと、居住用賃貸建物は1000万円以上の資産であるため、他から購入した居住用賃貸建物の控除対象

外消費税額等が20万円未満となることはありません。 

したがって、居住用賃貸建物に係る控除対象外消費税額等は、その居住用賃貸建物が棚卸資産である場合、又は、課税仕入れ

等を行った事業年度の課税売上割合が 80％以上である場合には、損金経理を要件に、その全額をその課税仕入れ等を行った事

業年度の損金の額に算入することができることとなります。 
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１７ 消費税額の調整を行った場合の所得の計算（法人税） 

法人税における所得の金額の計算において、居住用賃貸建物の取得等に係る消費税額の調整を行った場合に、控除対象仕入

税額に加算される金額の取扱いについて教えてください。 

Answer 

居住用賃貸建物の取得等に係る仕入税額控除の制限の適用を受けた居住用賃貸建物を、第三年度の末日までに課税賃貸用に供

した場合又は譲渡した場合には、所定の金額を控除対象仕入税額に加算する調整が行われます。 

この場合について、国税庁の質疑応答事例「居住用賃貸建物に係る控除対象外消費税額等について」は、仮受消費税等の金額

から仮払消費税等の金額を控除した金額と納付すべき消費税等の額とに生じた差額は、益金の額に算入するものと回答してい

ます。 

つまり、控除対象仕入税額に加算することによって納付すべき消費税等の額を減少させた金額は、法人税における所得の金額

の計算上、益金の額に算入することになります。 

 

 


